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本研究では，国内外の大規模コンテナターミナルで使用される荷役方式に着目し，そこで主として使用

される荷役機器とターミナルレイアウトによる特徴がコンテナの配置計画にどのような違いをもたらすか

を検証する．具体的には荷役機器の違いは，コンテナヤードの保管エリアにあるコンテナブロック間の搬

送車両の走行通路の位置の違いで移動に要する時間が異なること，さらに荷役機器の大きさや機動性に伴

ってターミナル全体の保管容量が異なることがある．評価指標には総サービス時間とスペース利用率を用

いた．港の混み具合や係留パターンで違いをみた所，タイヤ型門型クレーンで評価が高かったが，パレー

ト解（代替案）の数はストラドルキャリアで多く，その評価が高いという結果になった． 
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1. はじめに 
 
近年，シンガポールや中国等の主要港湾はその規模の

拡大，サービス水準の向上ならびにコスト低減の実現か

ら，取扱貨物量を急増させ，アジアのハブとして位置付

けられている．またコンテナ船の大型化は著しく，積載

容量10000TEUを超える超大型船が登場し，5年が経ち，

100隻を超える超大型船がアジアと欧州・北米を運航し

ている．こうした中，日本への超大型船の寄港実績はか

ろうじてあるが，取扱量が非常に少ないのが現状であり，

同様に他船型船の寄港も他の主要港湾に比べると格段に

少ない．国策として，国際コンテナ戦略港湾指定により，

当該港湾に超大型船の寄港を期待しているが，ハード面

だけでなく，ソフト面での工夫も必要である． 
超大型船の航路形態は，その導入効果を発揮するため

に，ハブ港間で利用され，従来船より寄港地数を減少さ

せることに効果があるが，これは一度に扱うべき貨物量

が増大することを意味する．当該港湾での取り扱いの大

多数はトランシップコンテナとなり，船間での貨物の移

動が今まで以上に頻繁に起こり得る．そこで本研究では，

トランシップコンテナを対象に，コンテナヤード内にコ

ンテナを効果的に配置する方法を提案する． 
 

2. 既往の研究 
 
コンテナの取扱いで問題の複雑さが異なり，コンテナ

単位とコンテナグループ単位に分けられる．コンテナ単

位で扱う問題では，文献(1)は本船積み作業中のコンテ

ナ再配置回数の最小化，文献(2)は対象船の滞在時間最

小化のために，マシンのヤードベイ間移動時間と荷捌き

時間の和の最大値を最小化している．文献(3)ではコン

テナを取り出すときにその上に蔵置されるコンテナを別

の場所におく（リハンドルと呼ぶ）回数を最小化してい

る．文献(4)は計画対象期間内に，陸揚げされるコンテ

ナ数と荷主トラックが来るまでのヤード内待機コンテナ

数のバランス差を最小化しており，これは両者の時間帯

がずれてコンテナ数の差が小さいと，必要スペースが少

なくて済むという考え方からである． 
コンテナグループ単位で配置する問題は以下のように

なる．文献(5)では RTG の移動時間の最小化，文献(6)で
はトレーラーと RTG の移動コストの最小化している．

また文献(7)ではある時刻の特定ブロックで荷役される

コンテナ数と待機中コンテナ数の差を最小化してブロッ

クに保管されるコンテナ数を決定し，次にコンテナの移

動コストを最小化するために，保管場所と係留位置間の

移動距離を最小化している． 
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また超大型船が寄港するコンテナターミナルを対象と

して，コンテナヤード空間利用の最適化を行ったもの

(8)，(9)と(10)がある．文献(8)は超大型船1隻と複数フィ

ーダー船間での貨物の移動を想定し，トランシップコン

テナの一時保管場所を決定する問題を扱っている．文献

(9)ではフィーダー船担当の岸壁クレーン（QC）数を複

数基対応できる問題に拡張し，(10)ではコンテナのフロ

ーを超大型船からフィーダー船への一方向から，両方向

へ拡張した．本研究では複数の船間のコンテナフローを

可能とし，より一般的な問題に拡張した点が先行研究と

の違いである． 
また文献(8)から(10)や，他の研究グループの研究では，

荷役方式を世界で最も多く利用されている，ラバータイ

ヤ式門型クレーン（Rubber Tired Gantry Crane, RTG）を前

提としている．しかしながら，国内の公共ふ頭，欧州の

アントワープ港等ではストラドルキャリア方式（Straddle 
Carrier, SC）が好まれ，また最新のターミナルではレー

ルマウント式門型クレーン（Rail Mounted Gantry Crane, 
RMG）が導入され，自動化・無人化が進んでいる．し

たがって，本研究では荷役方式の違いを考慮することに

よって，どういった港湾においてどの方式が向いている

のかを明らかにし，その議論できる材料を提供できるモ

デルを構築するのが本研究の目的である． 
 
3. 荷役方式別のモデル化と荷役時間 

 

コンテナ配置計画に荷役方式の違いを反映させるため，

計画立案に使用するデータに着目し，岸壁とヤードエリ

ア間の作業時間が荷役方式によって異なることから，既

存研究(11)で提案したQC別の作業時間推定モデルを利用

する．モデル構築の詳細手順は文献(11)を参照してもら

いたいが，おおまかな流れは以下のようである．実際の

港湾で計測するデータのみでは情報量が少ないため，コ

ンテナターミナルの本船荷役シミュレーションモデルを

構築し，様々なケースにおける荷役時間と関連情報を得

て，これらを元に重回帰分析を行って荷役方式別の時間

推定モデルを構築する． 
本船荷役シミュレーションのモデル化範囲と荷役方式の

区別，提案した時間推定式を以下に示す． 
 
(1) 荷役シミュレーションのモデル化範囲 

本モデルでは本船荷役のみを対象とし，陸側の荷役は

対象としない．つまり，船の到着，係留中の荷役作業

（QCによる荷役，ヤードトレーラーによる搬送，ヤー

ドクレーンによる荷役），当該船の出港までを表現し，

与えた計画期間にやって来る複数船を対象とする．文献

(4)にあるように，シミュレーションモデルの現状再現

性は確認済みである． 
また図-1には，荷役方式別のブロック配置の違いを示

し，それに伴ってヤードトレーラーやSCがコンテナの

搬送を行える経路を示す．1バース分のみであるが，保

管容量を統一させるために，各方式のブロック数と各ブ

ロックの容量はそれぞれ，RTGで24と624（＝6×4×
26），RMGで24と624，SCで8と1872（＝624×3）として

いる． 
RTGはコンテナブロックの片側，RMGは両側で荷役

を行えるため，後者の方が早く荷役が行えそうであるが，

スプレッダーが各マシンに1つしかないため，運用上は

RTGとほとんど変わらないモデルとなっている． 
 

(2) 荷役作業時間推定モデル 

QC毎の荷役作業時間に影響を与えると考えられるの

は，当該QCで扱う荷役コンテナ数，係留バースと荷役

コンテナの蔵置位置間の移動距離である．移動距離の計

測は，保管場所はコンテナごとに異なり，常に複数存在

する．しかし，一般にその場所がターミナル内の同一バ

ース背後の区画でまとめておかれることから，船別・

QC別でまとめて扱われるコンテナの移動距離はそれら

       
(a) RTG方式          (b) RMG方式         (c) SC方式 

図-1 1バースにおける荷役方式別のコンテナブロック配置 
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の平均値を用いる． 
 
𝑦 = 𝑒0.617𝑥10.996𝑒0.332𝑥2𝑥3−0.901𝑒−0.149𝑥4𝑒−0.157𝑥5  (1) 
 
ここで，各変数の意味は以下の通りである． 
 
𝑦 荷役作業時間（時間） 
𝑥1 荷役コンテナ数（×100個） 
𝑥2 係留バース（QC配置位置）と荷役コンテナの

蔵置位置間の移動距離（km） 
𝑥3 QCの投入基数（ここでは1とする．） 

(𝑥4, 𝑥5) 0-1ダミー変数（RTGモデルなら(1,0)、RMGモ
デルなら(0,1)、SCモデルなら(0,0)とする） 

 
式(1)は本船が入港してから荷役を終了し，出港する

までの時間を計測できるものとして開発したが，QC投
入台数を1基にすることで，QC1基で複数コンテナから

成るコンテナグループを荷役する場合の作業時間が求め

られることが明らかとなっている．つまり，式(1)の寄

与率は0.98以上であり，有意水準0.05におけるF値ならび

に各変数のt値はいずれの荷役方式に対しても，統計的

に有意であることが示された． 
そこで上記の式を用いて，コンテナ配置計画に荷役方

式の区別を反映させることにする． 
 

4. 本問題の概要 

 

(1) 本計画問題の考え方 

コンテナの取扱いは，コンテナ単位ではなく，仕向地

別・船別に複数コンテナから成るコンテナグループとす

る．従って，各コンテナグループは当該ターミナルまで

運んできた船（移入に利用する船）と，一旦保管後，積

む予定の船（移出に利用する船）の情報は所与とする．

各コンテナグループの荷役作業時間は，ヤードの保管場

所と先の両船の係留位置から3．の時間推定モデルによ

って得られる．計画対象とする船は，全期間をいくつか

の時間長で区分し，いずれの期間に到着し，荷役を行う

かで判断する．船の到着時刻は出港時刻の計測のために

は使用するが，保管場所決定のために，到着時刻そのも

のは採用しない．つまり，図-2には，ターミナル内のコ

ンテナフローを示し，時系列での事例を示している．横

軸に時間軸を取り，計画3期間目の途中までが示されて

いる．船1から7までの到着を示し，スペースの都合で，

船1，5および7がそれぞれ期間1，2と2に到着し，期間1，
2と3に出港しているのを示す．船1と5は到着した期間に

出港するが，船7は次の期間に出港しているのが分かる．

船1の揚げ作業として，船5と7に積載予定のコンテナを

一旦ヤード内のどこかに保管し，すでにヤード内で待機

していたコンテナを積載して出港する．船5は陸揚げ作

業後，船1が運んできたコンテナと既にヤードに待機済

みのコンテナの両方を積載して出港する．船7は船5と同

様である． 
このように，当該船に積載予定のコンテナは既にヤー

ドブロックに配置済みであることを前提として，問題を

考える．保管スペースの空き状態は，時々刻々と変化す

るものであるが，ここでは当該期間内ではその変化を考

慮せず，期間の初めで空き具合を把握し，その空きスペ

ースに収まるようにコンテナを配置していく．したがっ

て，期間の最後には空き状況の更新が必要であり，その

処理の流れは次のようである． 
 

ステップ 1：初期状態として，ヤードの保管スペースに

はこれからやって来る船に積載予定のコンテナを

一部に配置されている．対象期間 t＝1 とする． 
ステップ 2：当該期間 t の寄港船のコンテナをヤードの

空きスペースに割当てる． 
ステップ 3：各船の陸揚げ・船積み作業を実施し，出港

時刻を求める． 
ステップ 4：当該期間 t に出港する船を期間 1 から t ま

でで探す． 
ステップ5：ヤードの空きスペースを更新する． 
ステップ 6：当該期間 t が最終期間であれば，終了．そ

うでなければ，t=t+1 として，ステップ2 へ． 
 

(2) 本問題の定式化 

本問題を数学モデルとして定式化するが，使用するパ

ラメータと変数は以下のようである． 
 
a) パラメータ 
𝑡(= 1, … , 𝑁𝑇) ∈ 𝑇 計画期間 
𝑘(= 1, … ,𝑁𝐺𝑡) ∈ 𝐺𝑡 期間 t に到着し，陸揚げされ

るコンテナグループ番号 
𝑖(= 1, … , 𝑁𝐺) ∈ 𝐺 全期間でのコンテナグループ

番号（なお，𝑁𝐺 = ∑ 𝑁𝐺𝑡𝑡∈𝑇 ，𝐺 = ⋃ 𝐺𝑡𝑡∈𝑇 を意味する） 
𝑗(= 1, … , 𝑁𝑉) ∈ 𝑉 全期間での船番号 

 

図-2 時系列でのターミナル内のコンテナフロー 
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𝑈𝑖𝑗  コンテナグループ i を船 j が運んできたなら 1，
そうでなければ 0である 0-1整数値 
𝐿𝑖𝑗  コンテナグループ i を船 j に積むなら 1，そう

でなければ 0 である 0-1 整数値 
𝐵𝑗  船 j の係留位置 
𝑆𝑗 船 j の荷役開始時刻 
𝐴𝑡𝑗 計画期間 t に船 j が到着するとき 1，そうでな

いとき 0 である 0-1 の整数値 
𝐶𝐵𝑗𝑙 船 j の係留位置からヤードブロック l までの移

動に要する時間 
𝐶𝑃𝑙 ヤードブロック l の保管容量 
𝐹𝑡 期間 t の完了時刻 
𝑁𝐿 全ブロック数 
M 非常に大きな値 
 
b) 変数 
𝑥𝑔𝑙  コンテナグループ g がヤードブロック l に保管

されるとき 1，そうでないとき 0 である 0-1 の整数変数 
𝑦𝑡𝑙  期間 t の開始直前の時点で，ヤードブロック l
を占有するコンテナグループ数 
𝑑𝑗 船 j の出港時刻 
𝛼𝑡𝑗 船 j が期間 t に出港するとき 1，そうでないと

き 0 である 0-1 の整数変数 
 
c) 定式化 
Minimize (𝑓1, 𝑓2) (2) 
𝑓1 = ∑ ∑ {∑ 𝐶𝐵𝑗𝑙𝑈𝑖𝑗𝑗∈𝑉 + ∑ 𝐶𝐵𝑗′𝑙𝐿𝑖𝑗′𝑗′(≠𝑗)∈𝑉 }𝑥𝑖𝑙𝑙∈𝑌𝑖∈𝐺  (3) 
𝑓2 = max𝑡∈𝑇 ∑ (𝑦𝑡𝑙𝑙∈𝑌 + ∑ ∑ 𝐴𝑡𝑗𝑈𝑖𝑗𝑥𝑖𝑙𝑗∈𝑉𝑖∈𝐺 )/𝑁𝐿 (4) 
Subject to 
∑ 𝑥𝑖𝑙𝑙∈𝑌 = 1  ∀𝑖 ∈ 𝐺 (5) 
𝑦𝑡𝑙 + ∑ 𝐴𝑡𝑗𝑈𝑖𝑗𝑥𝑖𝑙𝑖∈𝐺 ≤ 𝐶𝐴𝑃𝑙  ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑙 ∈ 𝑌 (6) 
𝑑𝑗 = 𝑆𝑗 + ∑ ∑ 𝐶𝐵𝑗𝑙𝑈𝑖𝑗𝑥𝑖𝑙𝑙∈𝑌𝑖∈𝐺 +  
 ∑ ∑ 𝐶𝐵𝑗𝑙′𝐿𝑖′𝑗𝑥𝑖′𝑙′𝑙′(≠𝑙)∈𝑌𝑖′(≠𝑖)∈𝐺 )  
 ∀𝑗 ∈ 𝑉 (7) 
𝑑𝑗 ≤ 𝐹𝑡−1 + 𝑀𝛼𝑡𝑗  ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑗 ∈ 𝑉 (8) 
𝐹𝑡−1 < 𝑑𝑗 + 𝑀(1 − 𝛼𝑡𝑗)  ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑗 ∈ 𝑉 (9) 
𝑑𝑗 ≤ 𝐹𝑡 + 𝑀(1 − 𝛼𝑡𝑗)  ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑗 ∈ 𝑉 (10) 
𝐹𝑡 < 𝑑𝑗 + 𝑀𝛼𝑡𝑗  ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑗 ∈ 𝑉 (11) 
𝑦𝑡+1,𝑙 = 𝑦𝑡𝑙 + ∑ 𝐴𝑗𝑘∈𝐺𝑡 𝑈𝑘𝑗𝑥𝑘𝑙 − ∑ ∑ 𝛼𝑡𝑗𝑗∈𝑉 𝐿𝑖𝑗𝑥𝑖𝑙𝑖∈𝐺   
 ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑙 ∈ 𝑌 (12) 
𝑥𝑖𝑙 ∈ {0,1}  ∀𝑖 ∈ 𝐺, 𝑙 ∈ 𝑌 (13) 
𝑦𝑡𝑙 ≥ 0  ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑙 ∈ 𝑌 (14) 
𝑑𝑗 ≥ 0  ∀𝑗 ∈ 𝑉 (15) 
𝛼𝑡𝑗 ∈ {0,1}  ∀𝑡 ∈ 𝑇, 𝑗 ∈ 𝑉 (16) 
 
d) 式の説明 
式(2)は式(3)と(4)の 2 目的最小化を示しており，式(3)

は岸壁からヤード内の保管場所まで，保管場所から岸壁

までの荷役にかかる時間の合計，(4)はブロック最大占

有率を示す．制約式(5)では，各コンテナグループはい

ずれかのブロックに必ず 1回保管しなければならないこ

とを意味する．式(6)は各ブロックには容量があり，コ

ンテナグループの合計が容量を超えなければ，当該ブロ

ックに同時に保管できることを保証する．式(7)では各

船の出港時刻を定義している．式(8)から(11)は出港時刻

を表す変数 𝑑𝑗と，当該期間 t で出港するか否かを表現す

る変数 𝛼𝑡𝑗との関係を示す．式(12)は当該期間 t における

初期状態でのスペースの空き状況更新後を示し，次期間

t+1 の初期状態を定義する． 
式(8)から(11)を詳しく説明する．当該期間 t の完了時

刻を Ftとすることから前期間 t-1 の完了時刻 Ft-1から Ft

の間に当該船 j が出港するなられば 𝛼𝑡𝑗 = 1 それ以外

なら 𝛼𝑡𝑗=0 となる．つまり𝛼𝑡𝑗 = 1のとき，式(9)より 
𝐹𝑡−1 < 𝑑𝑗，式(10)より𝑑𝑗 ≤ 𝐹𝑡 となり，前期間 t-1 の完了

時間 Ft-1から Ftの間に当該船 j が出港することを保証す

る．反対に，𝛼𝑡𝑗=0 のとき，式(8)より 𝑑𝑗 ≤ 𝐹𝑡−1，式(11)
より𝐹𝑡 < 𝑑𝑗 となり，前期間 t-1 の完了時刻 Ft-1より前，

またはFtより後に当該船 j が出港することを意味する． 
 
5. 解法 

 
本研究では，遺伝的アルゴリズムを利用して近似解を

求めることにした．本節では，解の表現方法，GAの処

理，配置場所の決定の制約となるヤードエリア空き状況

の更新アルゴリズムについて述べる． 
 
(1) 解の表現方法 

図-3 に解の表現事例を示す．複数期間の計画を行う

が，当該事例では 2 期間分を示す．コンテナグループ 1
～10が期間 1に，11～20が期間 2に到着することを意味

しており，それらの移入に利用される船番号をそれぞれ

1～4，および 5～8 で示されている．また各コンテナグ

ループは一旦ターミナル内のいずれかのヤードブロック

に保管されたのち，所与の移出に利用する船に積載され，

次の港に向けて出発する．なお当該期間に到着するコン

テナが当該期間に到着する別の船に積載されることはほ

とんどないため，次の期間以降にやって来る船に積載す

ることとし，本事例においても，期間 1では船番号 5以
降，期間 2では船番号 9以降が移出に利用する船として

与えられている．このように，各コンテナグループには

 
図-3 個例表現事例 

1コンテナグループ

移入に利用する船

移出に利用する船

ヤードブロック

2 3 4 5 6 7 8 9

1 1 1 2 2 2 3 3 4 4

5 7 7 5 5 6 7 7 5 10

6 8 2 7 1 1 3 6

10

1112

11 12 13 14 15 16 17 18 19

5 5 6 6 6 7 7 8 8 8

11 9 12 10 12 13 9 11 9 11

1 8 2 7 5 1 3 6

20

105

21
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移入と移出に利用する船の情報があり，各コンテナグル

ープは容量制約を満足するようなチェックを入れながら，

ヤードブロックにランダムに割当てられる．本事例では，

コンテナグループ 1 と 9，5 と 7 がそれぞれブロック 6
および 1に保管されることを意味する．同様に期間 2で
は，コンテナグループ 11と 17，15と 16がそれぞれブロ

ック 1および 5に保管される． 
また，本研究で使用する遺伝演算とGAパラメータは

予備実験の結果，以下のものを使用した． 
 

(2) 遺伝演算 

選択  ： トーナメント戦略＋エリート保存戦略 

交叉  ： 部分一致交叉（詳細は文献(12)を参照） 

突然変異： 変異率により変異を起こすと判断されたと

きの処理は以下に示す． 

任意にコンテナグループ番号を 1つ選択し，その保管

場所を他のブロックにランダムに指定する．当該ブロッ

クの容量制約を満足していれば採用し，そうでなければ

制約を満足する保管場所が見つかるまで探す．次に当該

コンテナグループの計画期間より後の計画期間に処理を

行うコンテナに対して，今回の保管場所変更に伴って，

保管容量制約を満足しないケースが出る可能性がある．

したがって，突然変異で保管場所を変更したコンテナグ

ループより後の計画期間に処理されるコンテナグループ

に対して，制約を満足するための調整を行う． 
なお GA パラメータである個体群サイズは 100，突然

変異率は 0.09，世代数 1000とする。 
 

6. 数値実験 

 
(1) 使用データの概要 

全対象期間を 1 週間（7 日間）とし，その間にやって

くる船を対象とする．ターミナルの規模は，400m×4 バ

ース＝1,600m の直線バース，奥行き 400m とする．先の

図-1 で示したものは 1バース分のみであるが，これを 4
つ横に並べた形状となり，全保管容量はいずれの荷役方

式も同一としている． 
また各船の到着分布は，平均到着間隔 3と 4時間の指

数分布とし，それぞれ乱数の種により 5パターン設定す

る．また荷役コンテナグループ数も 5パターン設定し，

荷役時間計測に利用している．係留位置は，各バースの

中央に 1隻のみ係留可能とするケース（離散型），およ

びバースの境界関係なく細かく場所を決定するケース

（連続型）の 2 種類とする．つまり，船の到着 2×5 パ

ターン，荷役個数 5パターン，係留パターン 2種類を組

み合わせた合計 100ケースの結果について，荷役方式の

違いで比較を行う． 
 

(2) 計算結果 

図-4と図-5にそれぞれ総サービス時間とスペース占有

率を示し，表-1にパレート解の個数を示す．図-4と図-5
にはパレート解の最大値と最小値，ならびに総サービス

時間のみを最小化した1目的問題で得られた値を示す． 
まず目的関数に，スペース占有率最小化を含む多目的

問題として扱う効果を，総サービス時間最小化の1目的

問題の結果と比較することで見る．図中の○印がパレー

ト解による値を示し，青色が最大，赤色が最小を意味す

る．また×印が1目的問題の解の値を示す．総サービス

時間はRTGとRMGでの最小値が1目的と同程度か小さい

 
図-4 総サービス時間 

 
図-5 スペース占有率 

 
表-1 パレート解の個数 

到着間隔  RTG RMG SC 

4時間 
離散型 5.4 3.8 4.8 
連続型 5.3 3.7 5.2 

3時間 
離散型 5.0 2.6 5.6 
連続型 4.7 3.3 5.4 
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が，SCでの値は最大値より1目的が大きい．反対に，ス

ペース占有率は全荷役方式ともにパレートの最大値より

1目的が大きく，SCでの値は他の荷役機器より大幅にそ

の差が大きい．つまり，RTGとRMGでは多目的化の効

果は時間延長をある程度抑えた上で，スペース占有率を

低く抑える効果があることは確認できる．しかしながら，

SCではサービス時間が短くなるだけでなく，スペース

占有率も低くなり，多目的化の効果が大きいのがわかる． 
次に荷役方式間で比較すると，総サービス時間および

スペース占有率ともに，RTGが最短・最小であり，次い

でSC，RMGの順となっている．容量がある程度確保で

きることと，小回りが利くことが大きな要因であるとい

える． 
係留位置の違いで比較すると，総サービス時間は離散

型の方が短くなっている．これは離散型では必ず，係留

位置の直近に，ブロック間にある岸壁垂直方向の通路が

位置することから，これらの位置関係が影響している． 
また得られたパレート解の個数は船の到着間隔によっ

て異なり，平均4時間の場合RTG，SC，RMGの順に多く，

平均3時間の場合SC，RTG，SCの順に多い．一般にパレ

ート解の数はユーザの選択できる代替案を意味すること

から，解の個数が多い方が良いと評価される．したがっ

て，比較的すいていると判断できる4時間の場合には，

RTGが最も評価が高かったが，それに比べて混んでいる

3時間の場合にはSCの方が評価が高く，混み具合によっ

て，評価が異なることが分かる． 
 

7. おわりに 

 
 本研究では，荷役方式の違いを通路設定の仕方と保管

容量にで表現し，どのような状況下のときに，いずれの

方式が効果が高いかをみた．評価指標には総サービス時

間とスペース利用率を用いた．港の混み具合や係留パタ

ーンで違いをみた所，いずれのケースもRTGで最も良い

結果が得られたが，パレート解（ユーザが利用できる代

替案）の数はSCが多く，SCの評価が高いという結果に

なった．全体として，保管容量がある程度確保でき，極

端に遠回りをしなくて良い，RTGが評価が高いが，さら

にどのような状況下にあるとき，SCの効果が高くなる

かを調べていきたい． 
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